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東京都北区中小企業子連れワーク環境整備支援事業のご案内 

 

 

１ 事業内容 

従業員の多様な働き方を推進する区内中小企業に対し、「子連れワーク」を

実施するための環境を整備する際の費用の一部を区が補助します。 

 

  「子連れワーク」とは、従業員が０歳から１２歳までの自己の子を連れて出

勤し、当該子と一緒に過ごしながら職場で仕事を行うことをいいます。 

 

２ 補助対象者 

次の（１）から（７）に掲げる要件全てを満たすこと。 

（１）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中

小企業者（以下「中小企業者」という。）であること。 

（２）中小企業者が、法人である場合は区内に本社又は主たる事業所を有し、個

人事業者の場合は区内に事業所があること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７条）

第２条第２号に規定する暴力団又はその利益となる活動を行う団体ではな

いこと。 

（４）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１

２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、金融・貸金業その他

区長が補助金の交付対象として社会通念上適切ではないと認めるものでな

いこと。 

（５）原則として、区内において引き続き１年以上事業を営んでいること。 

（６）法人都民税（個人事業者にあっては特別区民税又は市町村民税）を滞納し

ていないこと。 

（７）同一事業の内容で他の公的機関から補助金の交付を受けていないこと。 

 

３ 補助金額 

  補助対象経費の２分の１の額（当該額に千円未満の端数がある場合には、 

当該端数金額を切り捨てた額）又は５０万円のうちいずれか少ない額。 

  ※経費の合算額が１万円未満のもの、経費の単価が２千円未満のものは 

対象外となります。 

 

４ 補助対象経費 

（1） 施設整備費又は改修費 

（2） 物品購入費 

（3） 制度理解を目的とした研修等を実施し、または研修等に参加するため

の経費 
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  ≪補助対象外経費≫ 

  ・補助対象期間内に経費の支払いが完了していないもの 

・消費税、振込手数料、収入印紙代等の間接経費、旅費、通信費、光熱水費、 

   飲食費、懇親会費、物品購入に係る送料 

・税抜単価 2 千円未満の少額のもの 

・使途、単価、規模等の確認が不可能なもの 

・この補助金以外の他の事業に要した経費と明確に区別できないもの 

・通常業務や通常取引と混在して支払いが行われているもの 

・自社の売上となるもの 

・親会社、子会社、グループ企業等関連会社、代表者の親族との取引である 

もの 

  ・他団体からの寄付や助成等、自己負担していないもの 

  ・支払いの名義が補助対象事業者以外であるもの 

  ・計画図面等において、工事前後の状況が確認できないもの 

  ・当補助事業に関係がない、または必要以上の機能であると北区が判断する 

もの 

  ・子連れワークを行う従業員とその子ども以外の者が利用するもの（研修を

除く）例：来客者の子どもも利用するキッズスペースは対象外 

  ※そのほか内容によっては上記項目以外であっても補助対象外となる場合 

があります。 

 

 ≪主な補助対象・対象外 品目（例）≫ 

 〇補助対象 品目（例） ×対象外 品目（例） 

施設整備費 

または改修費 

・パーテーション（設置型） 

・カーテン、ブラインド 

・照明器具 

・流し台、洗面台 

・既存設備等の撤去費用 

・必要以上の機能があるもの（シャ

ンデリア、床暖房等） 

物品購入費 ・ベビーベッド 

・ベビーサークル 

・マット、カーペット 

・おむつ交換台 

・テーブル、いす 

・電化製品（電子レンジ、冷蔵庫、

ポット、テレビ、パソコン等） 

・電化製品を置く台（テレビ台、パ

ソコンラック、レンジボード等） 

・ウォーターサーバー 

・子のお世話のための消耗品（おむ

つ、おしりふき、除菌シート等） 

研修費用 ・受講料 

・教材費 

・外部から講師を招き研修を行う

際の講師謝礼金、会場借上料 

・飲食費 

・懇親会費 

※こちらは一例です。掲載されていない品目でも補助対象となる場合がありま

すので、まずはお気軽にご相談ください。また、補助対象として掲載されてい

る品目でも、申請内容や製品仕様等により対象外となる場合があります。 
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５ 子どもの発達段階別「子連れワーク」の例 

（1）乳幼児…抱っこやおんぶをしながら自席で仕事を行う。 

（2）幼稚園・保育園児…幼稚園から帰ってきた後や保育園が休みの日などに、

カーペットや畳を敷いた共有スペースや職場の一角に整備したキッズスペ

ースなどで遊ぶ様子を見守りながら仕事を行う。 

（3）小学生…夏休みや冬休み等学校が休みの日などに、職場の空いている席や

会議室などで宿題や読書をする様子を見守りながら仕事を行う。 

 

６ 補助対象期間 

  令和６年 10 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで 

  ※施設整備・改修、物品購入、研修実施や経費の支払いが令和 6 年 10 月

1 日から令和 7 年 3 月 31 日までに行われている必要があります。 

 

７ 申請開始 

  令和 6 年 10 月 1 日 

   

８ 申請期限 

 令和７年２月２８日（金）（必着）まで 

 ※予算額に達し次第助成は終了します。 

 ※施設整備・改修、物品購入、研修実施や経費の支払いが 3 月になる場合

は、必ず事前にご相談ください。 

 

９ 補助金の申請から請求・支払までの流れ 

① 事前相談 

② 区補助金交付申請 

③ 区補助金審査・交付決定 

④ 実績報告 

⑤ 区補助金請求 

⑥ 区補助金支払 

 

１０  申請の手続き 

（１）申請書類 

① 交付申請書（区指定様式） 

② 施設整備費・改修費…工事見積書、計画図面等の写し、工事着工前の

写真（施設整備、改修を行う箇所ごとに各１枚） 

③ 物品購入費…購入した物品とその設置状況が確認できる写真 

④ 研修…研修等の内容が明示されているパンフレット等の書面（写し可） 

⑤ 研修…外部から講師を招く場合は、契約書等の写し及び研修等の写真 

⑥ 補助対象経費の支払及びその内訳が確認できる書面（写し可） 

⑦ 会社概要…資本金、従業員数、設立、本社または主たる事業所が北区

内であること等がわかる書面（会社案内や自社ホームページの会社概

要を印刷したもの等） 
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⑧ 直近の法人都民税の納税証明書（個人事業者は直近の住民税の納税証

明書）（写し可） 

⑨ 返信用封筒 ※切手を貼り、Ａ４サイズの書類（三つ折り）２枚程度

が入るもの 

⑩ その他区長が必要と認める書面 

 

（２）区指定様式の入手方法 

   北区ホームページより、各種様式をダウンロードしてください。 

 

（３）留意事項 

① 郵送または窓口にて申請ください。 

② 書類は A4 サイズ、普通紙、片面印刷で申請ください。 

③ 提出された書類、参考資料等は返却できません。 

④ 審査内容に関するお問い合わせは、一切応じません。 

  

１１  補助金の交付決定 

（１）申請書、その他資料を元に内部審査を経て決定します。 

（２）補助金の額は、対象費用の１／２で、交付限度額は５０万円となります。 

（千円未満の端数については、切り捨てしますのでご了承下さい）。 

（３）交付決定額は、書類審査終了後に郵送にてお知らせします。 

（交付決定額は、申請額と異なる場合があります。） 

 

１２  実績報告 

  見積書による補助金の交付決定を受けた補助対象者は、事業完了後、速やか

に下記の書類を提出してください。 

（１）事業実績報告書（区指定様式） 

（２）工事等に要した経費の支払及びその内訳を証明する書類の写し 

（３）工事完了後の写真 施設整備、改修を行った箇所ごと各１枚 

（４）その他区長が必要と認める書面 

  ※実績報告書の提出後、必要に応じて現地調査を行います。 

  ※最終実績に基づき算出した金額が交付決定額を上回る場合でも、交付決

定額が適用されます。 

  ※最終実績に基づき算出した金額が交付決定額を下回る場合には、交付決

定額は適用されず、最終実績に基づき算出した金額が交付されます。 

 

１３  補助金の請求 

補助金の交付決定後、又は実績報告後、対象者に郵送されるため、速やかに

下記の書類を提出してください。書類提出後、北区から補助金が指定口座へ振

り込まれます。 

（１）請求書（区指定様式）【口座振替の情報も記入します】 
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１４  交付制限 

（１）同一又は類似の事業を対象として、国、北区以外の地方公共団体、その

他公共的団体から経費の補助を受け、又は交付決定を受けた場合は、この

要綱による補助制度の適用を行わないものとします。 

（２）同一申請者に対する補助金の交付は、同一年度内で１回に限るものとし

ます。 

 

１５  補助金の交付決定の取り消し 

  偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたときは、交付決定の全

部又は一部を取り消すことがあります。 

 

１６  補助金の返還 

   補助金の交付決定を取り消した場合は、当該取消しに係る部分に関し、既に

補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じます。補助金

の返還を命じられた企業が、定められた納期日までに補助金を納付しなかっ

たときは、当該納期日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、

年１０．９５％の割合で計算した延滞金（１００円未満の場合は除く。）を納

付する必要があります。 

 

１７  問い合わせ先・書類提出先 

  東京都北区 産業振興課 産業振興係 

  〒114-8503 東京都北区王子 1-11-1 北とぴあ 11 階 

  TEL  ０３-５３９０－１２３４ 

FAX  ０３-５３９０－１１４１ 

   メール  sangyoshinko@city.kita.lg.jp 

mailto:sangyoshinko@city.kita.lg.jp

